
 
 
 

 

 

 

県の重点施策 

・ 

県と市町村との連携協力事項 
  

資料１ 



 



県の重点施策・市町村との連携協力事項 

 
１ 総合政策部              
１ 次期宮崎県総合計画アクションプラン（素案）について        Ｐ１  

 

２ 総務部                
１ 県と市町村の人事交流等について                Ｐ２ 

 

３ 総務部危機管理局           
１ 市町村長による危機管理の要諦－初動対応を中心として－（概要）   Ｐ５ 

２ 災害救助法の適用及び事務委任の事前調整について          Ｐ６ 

 

４ 福祉保健部           
１ ひなたの出逢い・子育て応援運動について              Ｐ１８ 

 

５ 環境森林部           
１ 災害廃棄物処理に関する連携体制の強化について           Ｐ１９ 

２ 再造林の推進について                       Ｐ２０ 

 

６ 商工観光労働部           
１ スポーツキャンプ・合宿等の全県展開について            Ｐ２１ 

２ 「宮崎県人会世界大会」の開催について               Ｐ２３ 

 

７ 農政水産部           
１ ＳＳＲ運動の展開について                     Ｐ２５ 

２ 地域資源を活用した「持続可能なみやざき農業」の実現に向けた取組  Ｐ２６ 

 

８ 県土整備部           
１ 宮崎県自転車活用推進計画について                 Ｐ２７ 

２ 木造建築物等地震対策加速化支援事業について            Ｐ２８ 

 

９ 企業局            
１ 市町村等の小水力発電導入について                 Ｐ２９ 

 

10 教育委員会                

１ 休日の部活動の段階的な地域移行について              Ｐ３０ 

 

11 警察本部                  

１ サイバー空間の安全確保                      Ｐ３１ 

２ 子供の安全を守るための取組                    Ｐ３２ 

 

12 一般財団法人 地域活性化センター           

１ 人材育成パッケージプログラムの御案内               Ｐ３４ 



1



県と市町村の人事交流等について 

総 務 部  

 

１ 市町村との人事交流について 

(1) 趣旨 

市町村との相互理解、連携強化及び職員の資質向上を図るため、原則として相互に職員

を派遣。 

 

(2) 交流の状況 

ア 令和５年度の状況 

    ９市町13名（原則２年間） 

（宮崎市３、都城市２、日南市１、小林市１、日向市２、串間市１、三股町１ 

高原町１、新富町１） 

イ 平成25～令和４年度の状況 

 

 

 

   

ウ その他 

    県から市町村へ 西臼杵地域公立病院統合再編準備室長（西臼杵広域行政事務組合）１名 

医師（自治医科大） １４名 

    市町村から県へ 消防防災関係（消防保安課、防災救急航空センター、消防学校）  １２名 

            下水道関係（都市計画課） １名 

 

２ 市町村職員の実務研修制度について 

 (1) 概要 

   県では、昭和37年度に発足したこの実務研修制度を、市町村職員の資質の向上や市町

村と県の連携強化等の観点から積極的に推進しており、毎年各市町村から多数の実務研

修職員を受け入れている。 

 

 (2) 実務研修職員の受入状況 

  ア 令和５年度の状況 

(ｱ)  16市町村 19名（原則１～２年間） 

（宮崎市１、都城市３、延岡市２、日南市１、小林市１、日向市１、西都市１、 

えびの市１、高原町１、国富町１、新富町１、西米良村１、木城町１、川南町１、

美郷町１、五ヶ瀬町１） 

(ｲ)  配属先 

市町村課８名、総合政策課１名、医療政策課２名、中央児童相談所１名、企業立地

課２名、観光推進課ｽﾎﾟｰﾂﾗﾝﾄﾞ推進室１名、東京事務所３名、大阪事務所１名 

イ 平成25～令和４年度の状況 

 

 

 

 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 

市町村数 ９ １０ １０ １０ １２ １２ １３ １１ １３ ８ 

職員数 ９ １０ １３ １５ １５ １５ １７ １５ １８ １４ 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 

市町村数 １６ １７ １５ １６ １４ １４ １２ １３ １５ １６ 

職員数 １７ ２１ ２０ １８ １７ １７ １６ １７ １９ ２０ 
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３ 個人住民税の徴収に係る併任人事交流等について 

(1) 概要 

平成19年度の所得税からの税源移譲後、重要となった個人住民税の徴収対策の一環と

して開始した制度で、県と市町村の徴収担当職員の併任人事交流により、個人住民税をは

じめとする地方税の収入確保と職員相互の徴収技術の向上を目的としている。 

 

(2) 県と市町村の併任人事交流の状況（平成19年度から） 

ア 令和５年度の状況 

23市町村実施予定 

イ 平成24～令和４年度の状況 

 

 (3) 市町村間の併任人事交流の状況（平成26年度から） 

   26年度： 高鍋町と新富町の間で県内初の実施 

   27年度： 高鍋町・新富町の２町に、木城町・川南町が加わって４町間で実施 

       （この４町間併任に、28年度からは県（高鍋県税）も参画） 

   28年度： 県（小林県税）・小林市・えびの市・高原町が４者相互併任を開始 

   30年度： 県（延岡県税）・高千穂町・日之影町・五ヶ瀬町が４者相互併任を開始 

   元年度： 県（宮崎県税）・国富町・綾町が３者相互併任を開始 

 

(4) 市町村税徴収担当職員の研修について 

① 概要 

県及び市町村の租税収入の確保を図るため、平成21年度から県税及び市町村税の徴

収担当職員を対象とした研修を実施している。令和元年度からは研修の内容及び回数

を拡充し、４月から１１月まで計画的に研修を行うともに、内容についても県と市町村

で定期的に意見交換を行うなど、人材育成に努めている。 

令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、研

修内容の変更や開催の延期・中止等、研修計画の変更を余儀なくされたが、令和４年度

はリモート等開催方法を工夫しながら、計画どおり実施した。 
 

② 研修の内容について 

ア 基礎研修 
徴収業務経験の浅い職員を対象とし、基礎的な業務知識の習得を行う。 
【令和２年度】計画５日間、実績２日間、９２名受講（県２１名、市町村７１名） 
【令和３年度】計画５日間、実績２日間、１０４名受講（県２５名、市町村７９名） 
【令和４年度実績】５日間、４５６名受講（県８４名、市町村３７２名） 

イ 実務研修 
難易度の高い滞納整理事案に対応するために必要な業務知識の習得を行う。 
【令和２年度】計画４日間、実績１日間、４２名受講（県１７名、市町村２５名） 
【令和３年度】計画４日間、実績１日間、４８名受講（県１２名、市町村３６名） 
【令和４年度実績】４日間、１７５名受講（県４８名 市町村１２７名） 

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 

市町村数 18 18 18 20 23 23 23 23 23 23 23 

併任県職員数 138 147 115 129 160 122 116 119 114 110 108 
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ウ スキルアップ研修 

実際の徴収現場を想定したロールプレイング、事例検討等の実践的な参加型研修

を行い、滞納整理のスキルアップを図る。 
【令和２年度・令和３年度】計画２日間、実績０日間（中止） 
【令和４年度実績】２日間、２３名受講（県４名 市町村１９名） 
 

エ マネジメント研修 
人材育成、リスク対応等の考え方を学び、組織としての目標達成について考える。 
【令和２年度・令和３年度】計画１日間、実績０日間（中止） 
【令和４年度実績】１日間、４１名受講（県９名、市町村３１名、その他１名） 
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市町村長による危機管理の要諦-初動対応を中心として-（概要）

１ 市町村長の責任・心構え

（１）トップである市町村長が全責任を負う覚悟をもって陣頭指揮を執る。
（２）最も重要なことは、①駆けつける、②体制をつくる、③状況を把握する、④目標・対策について判断（意思決定）
する、⑤住民に呼びかける、の５点。

（３）市町村長がまず最初に自ら判断すべき事項は、避難指示等の発令と緊急消防援助隊や自衛隊の応援に係る
都道府県への要求である。

（４）災害状況が正確に把握できない場合でも、最悪の事態を想定して判断し、行動する。
（５）緊急時に市町村長を補佐する危機管理担当幹部を確保・育成する。
（６）訓練でできないことは本番ではできない。訓練を侮らず、市町村長自ら訓練に参加し、危機管理能力を身に付け
る。

２ 市町村長の緊急参集

（１）危機事態が発生した場合（または発生が予想される場合）は、最悪の事態を想定し、一刻も早く本庁舎（災害対
策本部設置予定場所）に駆けつける。

（２）災害等が予想される場合には、即座に本庁舎に駆けつけることができるよう待機する。
（３）市町村長が即座に参集できない場合に備え、予め特別職の権限代行者（副市町村長等）を定め、周知しておく。
平常時において、市町村長が市町村外へ離れる場合は、権限代行者を市町村内に所在させておくことが必要
である。

（４）緊急時には、第一報を覚知した宿直等から、直接かつ迅速に、市町村長に情報が入る体制を予め確立しておく
とともに、市町村長は、常に連絡を取れる体制をとっておく必要がある。

（５）市町村長が有効にリーダーシップを発揮できるよう、職員の初動体制（宿日直体制・緊急参集体制）をあらかじめ
構築しておく。

３ 災害時の応急体制の早期確立

（１）準備、体制構築が早すぎて非難されることはないので、躊躇せずに災害対策本部等を立ち上げる。
（２）声の出せない地域ほど最悪の事態が起きている可能性が高い。被害情報のとれない地域こそ、あらゆる手段を
用いて情報を取りにいく。

（３）最悪の事態を想定して、災害時の応急対応に従事する職員の安全管理に配慮する。

４ 避難指示等の的確な発令

（１）災害が発生する危険性が高い状況を地域の住民に直接伝達する最も有効な手段が避難指示等の発令である。
避難指示等の発令は、住民の生命を守るための災害時における市町村長の最大の使命。

（２）特別警報などの生命に関わる気象情報の伝達や避難指示等の発令は、「見逃し」より「空振り」の方が良く、
昼夜を問わず、あらゆる手段を用いて住民へ伝達するとともに、要配慮者については昼間から早めの避難準備
行動を促す。

（３）平常時から、気象情報等に対応した避難指示等の発令基準を設定しておくことは、避難指示等のスムーズな
発令をする上で欠かせない。

（４）避難指示等を発令した結果、被害が発生しなかったとしても、「空振りで良かった」と捉える住民意識の醸成を
促進すること。

５ 都道府県、消防機関、自衛隊等に対する応援要請

（１）まず、都道府県、消防機関、自衛隊等へ一報する。
（２）都道府県、消防機関、自衛隊等のカウンターパートの連絡先を把握・登録する。
（３）平素から、関係機関のトップとの良好な関係を構築する。

６ マスコミ等を活用した住民への呼び掛け

（１）市町村長自ら前面に出て会見を行い、住民へのメッセージ等を伝える。
（２）情報を包み隠さず、正確に公表する。
（３）時機を失せず、定期的に発表する。

総務部危機管理局
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  総務部危機管理局 

災害救助法の適用及び事務委任の事前調整について 

 

 

１ 災害救助法（以下「法」という。）の適用 

(1) 法の目的 

一定規模以上の災害に対して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国

民の協力の下、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図る。 

 

(2)救助の実施主体 

 市町村 都道府県 

法を適用しない場合 救助の実施主体 救助の後方支援、総合調整 

法を適用

した場合 

救助の実施 都道府県の補助 救助の実施主体 

事務委任 事務委任を受けた救助の実施主体 救助事務の一部を市町村に委任可 

費用負担 費用負担なし 費用負担あり（国負担あり） 

 

(3) 適用の種類と基準 

 

 

 種 類 基 準 

※１ 法第２条第２項 ・災害が発生するおそれがあること 

・国に災害対策本部が設置されていること 

・当該本部の所管区域として本県が告示されていること 

※２ 法第２条第１項 ・災害が発生していること 

  施行令第１条第１号 ・人口に応じた住家滅失世帯数があること 

半壊又は半焼した世帯は、２世帯をもって滅失一世帯、 

床上浸水した世帯は、３世帯をもって滅失一の世帯 

  〃  第２号 

  〃  第３号 

  〃  第４号 ・多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生

じていること 

・多数の者が避難して継続的に救助を必要としていること 

・食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊

の技術を必要としていること 

【国が示す運用上の適用判断の要件】 

被災市町村に災害対策本部が設置されていること 
 

 

  

※１ ※２ 
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  総務部危機管理局 

２ 事務委任の事前調整 

 

法に基づく救助の実施主体は都道府県（法定受託事務）であるが、救助を迅速に行うた

めに必要があると認められるときは、知事は、救助の実施に関する事務の一部を市町村長

へ委任することができるとされている（法第１３条）。 

 

(1) 事前調整 

事務委任の手続きは法適用後に行うが、発災直後にゼロから調整を行うことは極めて

困難であることから、令和４年度に、県及び市町村で事前の調整を実施。 

事前調整を行うことで、県・市町村ともに庁内の役割が明確になり、平時から救助事

務についてより習熟できるため、法適用後の救助事務の効率化・迅速化が図られる。 

 

(2) 委任事項の考え方 

県 国（内閣府、国土交通省等）や日本赤十字社、警察、自衛隊等との調整が必

要な事務又は広域的な調整が必要となる事務 

市町村 市町村が平時から行っている業務や災害時に市町村が主動することが迅速な

被災者応急救助に有効と想定される事務 

※１ 詳細は、別紙「委任一覧」のとおり 

※２ 実際の委任前に、各市町村へ再度確認を行う。 
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（別紙） 

災害救助法第 13条第１項に基づく事務の一部の委任について、下記のとおり市町村に委任する。 

なお、災害の態様・規模等に応じて、加筆・修正がある。 

 

１．避難所及び福祉避難所の設置等 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定 ○ ○ 危機管理課 

福祉保健課 

・内閣府への特別協議（民間のホテル・旅館等を避

難所として開設すること等） 

○  危機管理課 

 

・避難所の開設・閉所  ○  

・避難者名簿、救助実施記録日計票の作成及びその

集計 

 ○  

・避難所の開設期間中の維持及び管理  ○  

・避難者の開設期間中の避難者数の把握  ○  

・避難所の警備業務（警備業務の委託を含む）  ○  

・避難所で使用する物品（エアコン、段ボールベッ

ド、簡易便所、洗濯機、冷蔵庫）のリース契約又は

購入契約（救助法適用後のものに限る。） 

○ ○ 危機管理課 

 

・避難所に必要な物資等の調達・払出、日々管理及

びその集計 

 ○  

・災害時要配慮者の福祉避難所への受け入れの斡

旋、調整 

 ○  

・急病人、傷病人の対応状況、調整、国・県・市町

村への報告、救急への通報（トリアージを行って順

番に整理） 

○ ○ 危機管理課 

医療政策課 

・避難所への避難後の体調不良者への配慮（短期間

でのホテル、旅館への受け入れ調整） 

○ 

(県協定に基づ

くホテル受入

調整) 

○ 危機管理課 

・入浴の機会の確保（告知、人数、場所、時間など） 

（公衆浴場、スーパー銭湯、旅館、ホテル等の活用） 

 ○  

・自治体からのお知らせの周知 ○ ○ 危機管理課 

・被災者からの相談窓口  ○  

・粉ミルクや液体ミルクの配布、おしめの配布等  ○  

・避難所と救護所との連携、相談、調整、病院や福

祉避難所への斡旋等 

○ ○ 危機管理課 

・ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＪＭＡＴ等の受入・調整 ○ 

(派遣調整) 

○ 

(受入調整) 

福祉保健部各

所管課 

・救護所の設置  ○  
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２．炊き出しその他による食品の給与 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定 ○ ○ 危機管理課 

・内閣府への特別協議の実施 ○  危機管理課 

・備蓄食料の給与（救助法適用後） ○ ○ 危機管理課 

・食料の調達（食用アレルギー用物資を含む。） ○ ○ 危機管理課 

・調理を行う場合は、調理器具の設置、準備  ○  

・プロパンガスの燃料の補充  ○  

・アレルギー等の疾患者の把握、調整、報告、医師

との調整 

○ ○ 危機管理課 

 

・アレルギー等の疾患者への食事の提供  ○  

・妊産婦や乳幼児への食事の提供  ○  

・食料・お弁当の払出、日々管理及びその集計  ○  

 

  

9



３．飲料水の供給 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（関係部局への協

力要請含む。） 

○ ○ 衛生管理課 

・給水車の手配（国、他県、民間からの借受、） ○ ○ 衛生管理課 

・給水箇所の整理・把握及び報告（救助法適用後）  ○  

・給水量の集計及び日々の管理・集計（救助法適用後）  ○  

・給水袋の調達、配付、配付数の管理（救助法適用後）  ○  
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４．被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（関係部局への

協力要請含む。） 

○ ○ 危機管理課 

 

・床上浸水以上の住家戸数の把握 

（救助者の概ねの数量の把握することで、品目の

調達の目処とする。） 

 ○  

・給与又は貸与品目の決定  ○  

・特殊品目、実施期間、購入額に掛かる内閣府への

特別協議 

○  危機管理課 

 

・販売・購入業者の決定（特命随契は避けること）  ○  

・生活必需品の給与又は貸与に関する相談窓口の設

置 

 ○  

・各市町村の相談窓口連絡先を決定・報告  ○  

・相談窓口の周知（停電であることを配慮した周知） ○ ○ 危機管理課 

・申込用の様式の作成 ○  危機管理課 

・被災者からの申込、受領、納品予定日のお知らせ  ○  

・発注、調達、給与、日々管理及び集計  ○  

・販売・購入業者への支払（負担行為、支出）  ○  
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５．学用品の給与 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（教育委員

会、学校長への協力要請含む。） 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・給与又は貸与品目の決定（運動靴等は高額な

ものは避けること。） 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・特殊品目、実施期間、購入金額に掛かる内閣

府への特別協議 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・販売・購入業者の決定 ○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・申込用の様式の作成、申込集計、発注、調達、

給与、日々管理及び集計 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・各学校から保護者に対して周知 ○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・各学校における申込の受付、受領、品目等の

確認 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・県・市町村における申込の受付、受領、品目

等の確認 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・給与品の発注 ○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・給与品の配布 

（配布の際は、保護者や生徒・児童に配慮する

こと。） 

○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・給与品の精算処理（負担行為・支払） ○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

・給与品の日々管理・集計表 ○ 

(県立・私立学校) 

○ 

(県立・私立学校を除く) 

義務教育課 

特別支援教育課 

みやざき文化振興課 

 

※ 宮崎県教育委員会では、県の業務のうち県立の業務を担当する。 

  みやざき文化振興課では、県の業務のうち私立の業務を担当する。 
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６．障害物の除去（半壊又は床上浸水した住家が対象） 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（土木、住宅、

建築部局への協力要請含む。） 

○ ○ 建築住宅課 

・内閣府への特別協議 ○  建築住宅課 

・被害認定調査の実施  ○  

・り災証明書の発行  ○  

・必要戸数の確認  ○  

・障害物の除去に関する相談窓口の設置  ○  

・被災者からの申込様式の作成 ○  建築住宅課 

・県・市町村の申込受領に関する様式等の作成 ○  建築住宅課 

・被災者からの申込受付、受領、審査 

（被災住家の障害物の状況の確認（写真等で確認も

可）） 

（被災者への十分な説明） 

 ○  

・対応業者への業務内容の説明  ○  

・業者の選定、見積依頼、業者提出の見積書の確認  ○  

・被災者に対し、業者への障害物の除去依頼書の発

行及び業者の発注依頼（請書の作成、交付） 

 ○  

・業者に施行前の写真を必ず撮影させること  ○  

・作業（障害物の除去実施）（業者に施行中の写真を

必ず撮影させること。） 

 ○  

・工事の完了確認（写真を必ず撮影すること。）、工

事完了報告書の受領、検査調書の発行 

 ○  

・受注業者からの請求書の受理  ○  

・受注業者に対する負担行為・支払  ○  

・実施内容の資料の保管・管理  ○  

・除去した障害物の一時保管・処分に関するこ

と 

 ○ 
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７．住宅の応急修理（「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」、「半壊」、「準半壊」で 

応急仮設住宅に入居していない方の住居が対象）   ※倉庫や駐車場等は対象外 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（土木、住

宅、建築部局への協力要請含む。） 

○ ○ 建築住宅課 

・内閣府への特別協議の実施 ○  建築住宅課 

・被害認定調査の実施  ○  

・り災証明書の発行  ○  

・必要戸数の確認  ○  

・住宅の応急修理に関する相談窓口の設置 

（障害物の除去と同一の相談窓口でも可） 

 ○  

・被災者からの申込様式の作成 ○  建築住宅課 

・県・市町村の申込受領に関する様式等の作成 ○  建築住宅課 

・被災者からの申込受付、受領、審査 

（被災住家の状況の確認（写真等で確認も可）） 

（被災者への十分な説明） 

 ○  

・対応業者への業務内容の説明 ○ ○ 建築住宅課 

・業者の選定、見積依頼、業者提出の見積書の確

認 

 ○  

・被災者に対し、業者への住家の応急修理依頼書

の発行及び業者の発注依頼（請書の作成、交付） 

 ○  

・業者に施行前の写真を必ず撮影させること  ○  

・作業（住家の応急修理実施）（業者に施行中の

写真を必ず撮影させること。） 

 ○  

・工事の完了確認（写真を必ず撮影すること。）、

工事完了報告書の受領、検査調書の発行 

 ○  

・受注業者からの請求書の受理  ○  

・受注業者に対する負担行為・支払  ○  

・実施内容の資料の保管・管理  ○  
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８．応急仮設住宅の供与（住宅が全壊した場合に２年間の供与が可能） 

  なお、就学や通学などの軽微な事情による住み替えは原則、認めていないことから応急仮設住

宅を選定・供与する際は被災者の意向を十分に踏まえて選定を行うこと。 

 

（１）建設型応急住宅の場合 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（住宅部局への

協力要請含む。） 

○ ○ 建築住宅課 

・内閣府への特別協議の実施 ○  建築住宅課 

・被害認定調査の実施  ○  

・り災証明書の発行  ○  

・必要戸数の確認（福祉仮設住宅も含む）  ○  

・応急仮設住宅（建設型）の建設地の選定・確保、

配置計画図の準備 

 ○  

・応急仮設住宅に関する相談窓口の設置 

（障害物の除去、住宅の応急修理と同一の相談窓口

でも可） 

 ○  

・不動産業者・企業等への協力要請（協定の有る無

しに関わらず。） 

○  建築住宅課 

・不動産業者・企業等（金員の要件、契約方法や要

件、手続方法等の決定） 

○  建築住宅課 

・要件を踏まえた、被災者からの申込様式の作成 ○  建築住宅課 

・県・市町村の申込受領に関する様式等の作成 ○  建築住宅課 

・工事の発注、契約、検査 ○  建築住宅課 

・被災者への応急仮設住宅の募集開始  ○  

・被災者に意向確認（家族構成、高齢者・障害者の

有無、通勤・通学の距離、ペット、駐車場など細か

く確認すること） 

 ○  

・被災者からの申込受付、受領、審査  ○  

・鍵の受渡  ○  

・被災者の入居の確認 ○ ○ 建築住宅課 

・入居者との使用賃借契約の締結  ○  

・住宅の管理、退去事務  ○  
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（２）賃貸型応急住宅の場合 

実施項目 県の業務 市町村の業務 県所管課 

・県・市町村の担当責任者の確定（住宅部局への

協力要請含む。） 

○ ○ 建築住宅課 

・内閣府への特別協議の実施 ○  建築住宅課 

・被害認定調査の実施  ○  

・り災証明書の発行  ○  

・必要戸数の確認  ○  

・応急仮設住宅（賃貸型）の家賃設定・決定 

（ちんたい協会等の関係団体に依頼して協力を得

ること。） 

○  建築住宅課 

・応急仮設住宅に関する相談窓口の設置 

（障害物の除去、住宅の応急修理と同一の相談窓

口でも可） 

 ○  

・不動産業者・企業等への協力要請（協定の有る

無しに関わらず。） 

○  建築住宅課 

・不動産業者・企業等（金員の要件、契約方法や要

件、手続方法等）の決定 

○  建築住宅課 

・要件を踏まえた、被災者からの申込様式の作成 ○  建築住宅課 

・県・市町村の申込受領に関する様式等の作成 ○  建築住宅課 

・被災者が自ら探すのか、県・市町村が探すのか

を決定 

○  建築住宅課 

・被災者への応急仮設住宅の募集開始  ○  

・被災者に意向確認（家族構成、家賃額、高齢者・

障害者の有無、通勤・通学の距離、ペット、駐車場

など細かく確認すること） 

 ○  

・被災者の意向確定（申込内容の確認）  ○  

・被災者からの申込受付、受領、審査  ○  

・損害（火災）保険の契約（包括保険契約）の締結

準備 

○  建築住宅課 

・※コールセンター等が必要な場合はちんたい協

会や不動産協会、宅建連等にも相談すること。（別

途、費用発生） 

○ ○ 建築住宅課 

・業者の選定、物件の選定、３者による契約書案

の作成・提示 

○ ○ 建築住宅課 

・被災者及び業者への契約書送付 ○ ○ 建築住宅課 

・鍵の受渡（確認）  ○  

・賃料の負担行為・支払い ○  建築住宅課 

・保険料の負担行為・支払い ○  建築住宅課 

・仲介手数料の負担行為・支払い ○  建築住宅課 
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・被災者の入居の確認 ○ ○ 建築住宅課 

・住宅の退去事務 ○ ○ 建築住宅課 
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ひなたの出逢い・子育て応援運動について

福祉保健部

１ 目的・背景

平成２３年度より、社会全体で子どもと子育てを応援する機運の醸成を図る「未来

みやざき子育て県民運動」を展開してきたところであるが、コロナ禍の影響もあり、

出生数や婚姻数の急激な減少が見られるなど、希望どおりに家族を持ち、子育てをす

ることが難しい社会情勢となっている。

このため、同県民運動について、これまでの「子育て支援」に「出逢い支援」を加

えた「ひなたの出逢い・子育て応援運動」に見直すこととした。

２ 事業概要

若い世代を対象とした結婚気運の醸成を図るとともに、市町村や企業・団体が一体

となった「ひなたの出逢い・子育て応援運動」を展開し、結婚前から出産、子育てま

でのライフステージに応じた切れ目のない多面的な支援の充実を図る。

３ 連携をお願いしたい内容

(1) 意見交換会

応援運動を全県的に展開するための推進体制として 「応援運動推進会議」を設、

置し 「出逢い応援部会」や「子育て応援部会」において幅広い意見を聴きたいと、

。 、 、考えている 今後 市町村担当者や関係団体に出席を依頼することとしているので

、 、 。御出席の上 現状や課題の共有 今後の取組についての意見交換等をお願いしたい

(2) 情報発信

今年度、現行の県の子育て支援ポータルサイト「すくすくみやざき」や結婚支援

ポータルサイト「えんむすびみやざき」をリニューアルし、利便性の向上や掲載情

報の充実を行う予定である。

市町村にも入力権限を付与することとしているため、各市町村の支援策やイベン

ト情報について、できるだけ最新の情報を掲載していただけるよう御協力いただき

たい。

また、今後実施を予定している以下の応援運動推進事業について、関係団体や事

業者、住民への周知をお願いしたい。

①推進大会（10月頃）

②出会い・子育て環境づくり支援事業補助金（団体・事業者対象。30万円上限で

定額補助）

③ライフデザイン事業（学生・若手社員・夫婦対象）

④結婚機運醸成事業（学生婚活イベント企画コンテスト）

⑤ひなたのグループ婚活事業（グループ登録）

※⑤については、中山間地域でのグループ交流会も実施しており、市町村の予算

負担なしに開催可能。御希望の市町村は御相談いただきたい。
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災害廃棄物処理に関する連携体制の強化について

環境森林部

１ 目的・背景

災害廃棄物は、短期間に大量のゴミが混合した状

態で発生することから、仮置場の設置・運営など、

通常のごみ処理とは異なる処理が必要になる。

また、大規模な災害においては、単独市町村での

処理が困難になるケースも想定され、万一に備え、

近隣市町村での処理や民間委託をも含めた広域での

処理体制を整えておく必要がある。

そのため、災害廃棄物の処理主体である市町村職員等の意識の向上や知識習得を図る

とともに、県、市町村、関係団体等との連携体制を構築する。

２ 市町村における連携協力体制の強化

(1) 災害廃棄物の早期処理に向けた、処理業者及び保健所との連携強化

(2) 大規模災害時の広域処理に向けた、各ブロック内市町村、関係団体及び県との連携

強化

３ 連携体制の強化に向けた県の取組内容

(1) 災害廃棄物処理対策ネットワーク会議の運営

・ 災害廃棄物対策に関して、県、市町村及び関係団体間の連携体制の強化を目的とし

た会議を運営し、平時から県、各ブロック内市町村、処理業者等との連携・協力体

制、いわゆる「顔の見える関係」を構築する。

・ 市町村と処理業者等との調整役となるコーディネーターを配置する。

(2) 講習会・図上演習の実施

・ 被災自治体の経験を学ぶ講習会や県、市町村

及び関係団体による発災時対応の図上演習を実

、 、 。施し 初動対応を含め 職員の対応力向上を図る

(3) 市町村災害廃棄物処理計画等の改定支援

・ 市町村の計画や行動マニュアルの見直しに対し、専門家による支援を行う。
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再造林の推進について

環境森林部

「持続可能なみやざきの森林・林業・木材産業の確立」のためには 「伐っ、
て・使って・すぐ植える」森林資源の循環利用の確立が不可欠である。
また、森林は２０５０年ゼロカーボン社会の実現に向けた二酸化炭素吸収

機能や、激甚化する自然災害の防止にも重要な役割を果たしており、再造林
等の適正な森林整備を強化し、これらの森林が持つ公益的機能を一層発揮さ
せることが必要である。
このような中、県内の再造林率は ％台に留まっていることから 「第八70 、

次宮崎県森林・林業長期計画」における目標 ％を目指し、県・市町村が一80
層連携して、再造林の推進に取組んでまいりたい。

(単位：％)【県内民有林の流域ごとの再造林率の推移】

１ 県における推進について
令和５年度から次の３つの視点で新たに再造林強化対策に取り組むことと
している。
(1)再造林の意識醸成及び推進体制の強化
・ 森林所有者等に対する相談窓口の周知などチラシ等による広報の強化
・ ひなたのチカラ林業経営者に関する新規登録等の相談対応や指導等の
支援対策強化

(2)造林作業を担う人材の確保・育成
・ 未経験者でも就業体験しやすい安全な造林作業のインターンシップの実施
・ 造林保育作業に従事する新規就業者の定着に取り組む事業体を支援
(3)造林に取り組む事業体の育成
・ 再造林に取り組む事業体に対し、コスト増となっている経費を支援
・ 造林事業への参入に必要な安全衛生装備・装置の導入等を支援

２ 市町村における推進について
次の( )～( )を活用した取組について一層の推進をお願いしたい。1 3

(1)森林経営計画制度
森林経営計画作成の推進および計画に基づく適切な森林整備の推進

(2)森林経営管理制度
手入れが行き届いていない森林の適切な経営管理の推進

(3)森林環境譲与税
地域の実情にあった活用の一層の推進
【県内市町村における活用例】
①再造林に向けた森林所有者への普及・啓発
②未植栽地の地拵え経費の支援など再造林に
係る森林所有者負担の軽減

③省力化資材 経費の支援（スギコンテナ苗、防草シート等）

※令和４年６月林野庁・総務省発出の取組例を
参考にしていただきたい。

区分
五ヶ瀬川
流域

耳川流域
一ツ瀬川
流域

大淀川
流域

広渡川
流域

県計

R元年度 77 86 73 64 78 75

R2年度 71 92 71 55 79 72

R３年度 75 93 61 62 72 73

３カ年平均 74 90 69 60 76 73

森林資源の循環利用イメージ
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スポーツキャンプ・合宿等の全県展開について 

 

商工観光労働部  

１ 県の取組 

○  「スポーツランドみやざき」の新たな展開を図るため、令和５年４月に「宮崎県

屋外型トレーニングセンター（アミノバイタル®トレーニングセンター宮崎）」を供

用開始。センターの供用開始を契機とし、県内市町村への経済波及効果を図るとと

もに、スポーツキャンプ・合宿等の全県化、通年化、多種目化に取り組んでいる。 

○  2027 年（令和９年）に開催される国民スポーツ大会、全国障害者スポーツ大会に

向けて整備を進めている体育館（延岡市）、陸上競技場（都城市）、プール（宮崎

市）についても、施設完成後は、キャンプ・合宿はもとより、スポーツ大会などの

誘致を推進していく予定。 

 

【参考】過去１０年間のスポーツキャンプ・合宿の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市町村との連携内容 

（１）市町村所管スポーツ施設・設備整備等への支援（予算 30,000千円） 

・キャンプ・合宿受入施設・設備の整備や修繕・改修費、資機材購入費などを支援 

・補助率１/２、１/３（財政力指数により 10,000千円が上限） 

【過去の実績例】西都市 西都西地区運動場 投球練習場屋根設置工事（2,000千円） 

         都農町 藤見公園陸上競技場 芝整備用ディープエアレーター購入（2,214 千円） 

（２）受入れ施設の維持管理技術強化への支援（６月上旬までには実施予定） 

芝の維持管理など施設管理の強化のほか、施設運営のノウハウ等ソフト面を強化す

るための研修会を実施 

（３）誘致セミナーの開催（８月、１０月を目途に実施予定） 

関東、関西の都市部各２か所にセミナー会場を設置し、Ｊリーグやラグビーリーグ

ワンの関係者を集め、アミノバイタル®トレーニングセンター宮崎をはじめ市町村所

管のスポーツ施設を紹介するセミナーを開催 
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○「スポーツランドみやざき」に資する新たな県有施設 

１ アミノバイタル®トレーニングセンター宮崎 

① 位  置  宮崎市山崎町浜山 

② 仕  様  サッカー・ラグビー場（天然芝）、   

   多目的グラウンド（400mトラック、 

   ハイブリッド芝）、クラブハウス、 

室内練習場 等 

③ 供用開始  令和５年４月 

④ 管理運営  指定管理者（シーホース宮崎（※））による管理運営  

        ※(株)馬原造園建設、フェニックスリゾート(株)、(株)ＭＲＴアド 

 

２ 新宮崎県体育館 

① 位  置  延岡市大貫町 

② 仕  様  メインアリーナ 

       バスケットコート２面 

      サブアリーナ 

       バスケットコート２面 

③ 完  成  令和７年度中 

※サブアリーナは令和５年７月完成予定 

 

３ （仮称）新宮崎県陸上競技場 

① 位  置  都城市山之口町 

② 仕  様  地上４階、 

メインスタンド 7,000席程度、 

バックスタンド 4,500席程度、 

北サイドスタンド 1,750席程度、 

南サイドスタンド 1,750席程度   

③ 完  成  令和６年度中 

※日本陸上競技連盟の第１種公認競技場 

 

４ （仮称）新宮崎県プール 

① 位  置  宮崎市錦本町 

② 仕  様  地上３階 

５０ｍプール、２５ｍプール、   

   屋外クライミングウォール、 

   屋内ボルダリング 

③ 完  成  令和６年度中 
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○目 的 国内外の宮崎県人会において、高齢化や世代交代により本県とのつながり

が薄れていくことが懸念される中、県人会の活性化を図り、本県の更なる

プロモーション展開の契機とするため、置県140年となる2023年(令和５

年)に「宮崎県人会世界大会」を開催するもの。

○日 程 2023年（令和５年）10月27日（金）～29日（日）

○会 場 シーガイアコンベンションセンター ※27日のみ

○内 容 本県出身者やゆかりのある方が本県へ一堂に会し、ふるさと宮崎への想い

を共有し、その魅力を再発見する。

[プログラム]

①本県の認知度向上、②観光誘客、③県産品の販路拡大、④企業誘致、⑤移住・ＵＩＪターンの促進

国内外の県人会の活性化 及び
県人会ネットワークを活用した「ひなたプロモーション」の展開

「宮崎県人会世界大会」の開催について

ふるさと宮崎の魅力再発見

大会キャッチコピー

つながろうひなたで つなげよう世界へ

大会の概要やPR動画等はこちら（県庁ホームページ）→

１０月２７日（金） ２８日（土）～２９日（日）

12:00～13:00 宮崎県人会長会議
宮崎県人会次世代会議

ふるさと巡りツアー

13:30～14:30 記念式典

14:40～15:30 記念コンサート

15:00～18:30 伝統文化体験コーナー
県産品ＰＲブース設置

18:30～20:30 歓迎レセプション
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地域資源を活用した「持続可能なみやざき農業」の実現に向けた取組

G7宮崎農業大臣会合を契機として、官民連携による地域資源の新たな価
値（イノベーション）の創出を通じ、持続可能な循環型農業の実現を目指す

①新たなバイオマスの産地化及
び製品化
・バイオマス生産用ソルガム及び早成
樹の産地化
・バイオマス燃料、アルコール原料、家
畜用飼料としての活用によるエネル
ギー創出

②家畜排せつ物等を活用した集中
型バイオガス発電
・酪農、肉用牛の排せつ物を主体とした
集中型バイオガス発電の事業化によるエ
ネルギー自給

・バイオガス発電残渣の液肥商品化によ
るカスケード利用

③施設園芸における化学肥料から有
機肥料への転換
・国内バイオマス由来原料から肥料成分を抽
出し、化学肥料から有機液肥への転換によ
る海外資源依存からの脱却

④家畜排せつ物由来の肥料利用拡大

・豚ふん堆肥ペレット入り混合肥料の本格生
産と流通拡大

・堆肥に含まれるクロピラリド（生長阻害物
質）分析体制の整備

○ 海外資源（燃油、化学肥料、家畜飼料等）に依存した生産構造

○ 家畜排せつ物など地域資源の利活用が不十分

我が国有数の食料供給基地として、その持続性が懸念

本県農業の課題

～事業化を目指すプロジェクト（R5.4.30時点）～

⑤ピーマン収穫ロボットの早期実装

・ピーマン収穫ロボットの機能向上やロボットに
適した栽培方法の開発による早期の現場実装

【R5.4.19】
連携協定締結（双日×県）

【R5.4.17】
連携協定締結（新富町×バイオ
マスリサーチ×県）

【R5.4.10】
連携協定締結（旭化成×JA宮崎経済連
×県）

【R5.4.26】
連携協定締結（AGRIST×マクニカ×県）

今後、官民連携プラットホームを構築し、地域資源活用による事業化を加速
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宮崎県自転車活用推進計画について 

                         県土整備部 

 

 

 

 

 

１ 背景 

(1)  平成２９年５月に自転車活用推進法が施行  

(2) 平成３０年６月に国の自転車活用推進計画が閣議決定 

(3) 令和元年９月に宮崎県自転車活用推進計画を策定 

 

２ 宮崎県自転車活用推進計画の概要 

(1)  趣旨 

   自転車の活用を総合的かつ計画的に推進することを目的として、本県の現状と課題

を踏まえ、地域特性や地域資源を生かした目標や施策の方向性を示すものとする。 

(2)  計画期間 

   令和元年度から令和１０年度までの１０年間 

(3)  自転車活用推進計画の施策体系及び具体的な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市町村版の計画策定の推進 

宮崎市（R2.3）、えびの市（R3.3）が策定済 

 

４ 日南海岸における取組事例 

風光明媚な日南海岸地域を縦走する国、県、市道等をサイクリングロードと位置

付け、その利用を促進させるため、イベント等の企画や施設の整備により、自転車

愛好者や観光客等の増加と利便性向上、さらに地域との交流による賑わいの創出を

図ることを目的とし、日南海岸サイクルツーリズム協議会を設立 

（日南海岸サイクルツーリズム協議会での主な取組） 

・ 連続的な矢羽根設置（Ｒ４までに約４２ｋｍの整備が完了） 

・ サイクルマップの作成（モデルルートとして１０ルートを設定） 

・ ツールド・南みやざきなどサイクルイベントの開催 等 

目指す姿 『誰もが安全・快適に自転車を活用することができる 

「自転車パラダイスみやざき！」の実現』 

目標１ サイクルツーリズムの推進による観光振興と地域活性化 

施策  地域の魅力を生かしたサイクルツーリズムの推進 等 

目標２ 自転車を利用しやすい都市環境の形成 

施策  自転車通行空間の計画的な整備推進 等 

目標３ 自転車事故のない安全で安心な社会の実現 

施策  交通安全意識の向上に資する広報啓発活動や指導・取締りの重点的

な実施 等 

目標４ 自転車を活用したスポーツ活動と健康づくりの推進 

施策  サイクルスポーツの推進 等 

平成２９年に施行された自転車活用推進法を受け、県では、下記のとおり
令和元年９月に宮崎県自転車活用推進計画を策定しました。 
市町村におかれましても、市町村版自転車活用推進計画の策定など、自転

車活用推進に関する積極的な取組をお願いします。 
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木造建築物等地震対策加速化支援事業

県土整備部

阪神淡路大震災では、建物の倒壊により地震発生後わずか１４分の間に多くの方

が亡くなりました。また、住宅が倒壊・損壊すると、長期の避難生活を強いられる

のみならず、公的支援が限られる中での住宅再建は容易ではありません。

昭和５６年５月以前に着工した木造住宅のほとんどは耐震性が不足している恐れ

があり、その所有者の多くは高齢者です。南海トラフ地震で想定される震度７の揺

れによって倒壊する危険性があります。命と住み慣れた地域での生活を守るため、

木造住宅の耐震化を進める必要があります。

市町村におかれましては、住宅所有者へのダイレクトメールの送付や耐震診

断支援の活用など、地震対策の加速化に向けて積極的な取組をお願いします。

【事業の概要】

４７，３０５千円１ 予 算 額

令和３年度～令和５年度２ 事業期間

３ 事業内容

（事業主体：市町村、補助率約１／４等）(1) 市町村に対する補助

①木造住宅の耐震化

事業の流れ 市町村の事業概要（ ）内は開始年度、市町村数はR4実施市町村数

〇市町村はﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙを送付

（ ）県は送付費用の一部を補助

〇診断前の相談等に専門家派遣

(最大13.6万円)〇診断費用を補助

〇安価な改修工法・概算工事費

を提案する専門家を派遣

改修工事費用等を補助〇

(最大100万円かつ工事費の80%)

※県は全ての項目に対して補助

： 解体・復旧費用を補助②危険なブロック塀の除却・復旧支援

（事業主体：県）(2) 診断士養成講習会の開催、事業者の確保

※国は令和12年までに耐震性がない住宅を概ね解消する目標

耐震性不明住宅の所有者へﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ送付

(H20～) 7市町ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣

(H17～) 25市町村耐震診断支援

ﾛｰｺｽﾄ工法ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣
(R3～) 3市町

(H24～) 18市町改修工事総合支援

耐 震 化 完 了
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市町村等の小水力発電導入について

宮崎県企業局

１ 市町村等への技術支援

企業局では、電気事業で培った経験やノウハウを活用し、市町村や土地
改良区などが取り組む小水力発電の導入に対する技術支援を行っています。

○小水力発電導入可能性調査
小水力発電の導入を検討する市町村等から調査依頼を受けて、無償で企

業局が現地調査を行い、経済性評価を行います。

○小水力発電導入に関する技術的助言
次の項目について、技術的助言や情報提供を行います。

・小水力発電設備の計画、設計、工事、維持管理
・関係法令（電気事業法、河川法、ＦＩＴ法等）の手続き
・一般送配電事業者の送電線や配電線への接続に係る進め方
・小水力関連補助事業や固定価格買取制度等に関すること

※ 平成１６年度から令和４年度にかけて、７０地点の調査を実施しまし
た。そのうち８地点が開発され発電を行っています。

小水力発電導入の意向等がある場合はお気軽にご相談ください。

２ 企業局の開発への取組

企業局では、令和５年度より、これまでの一般
河川や農業用水といった小水力開発地点に加え、
新たに県が管理する「砂防ダム」や「治山ダム」
等の発電ポテンシャル調査及び有望地点の抽出を
行います。

問合せ先 工務管理課 技術調整・企画担当
電 話 (0985)26-9769

（延岡市）一ヶ岡下水処理場水力発電可能性調査
ひとつがおか

小水力発電の技術支援事例(令和４年度実績)

延岡市一ヶ岡下水処理場において、消毒処理水を活用した

小水力発電の可能性調査を実施しています。下水処理場の施

設形状や過去の処理水量等に基づき、発電型式や発電規模の

選定、年間発電電力量の計算など経済性の評価を行います。

企業局では、小水力発電開発の初期段階での技術支援を無償で行っています。

（高千穂町）畑中地区小水力発電流量観測
はたけなか

高千穂町畑中地区で開発が進められている小水力発電所の

流量観測を実施しています。

水位計を無償で設置し、一年を通した観測とデータの提供

を行っています。
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休日の部活動の段階的な地域移行について 

 

                       宮崎県教育委員会 

１ 趣旨 

・ 少子化の中でも、将来にわたり子供たちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことが 

できる機会を確保する。 

・ 地域の持続可能で多様なスポーツ・文化環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保 

する。 

・ 生徒にとって望ましい持続可能な部活動と学校の働き方改革の両立を実現する。 

 

２ これまでの取組 

・ 令和３年度から部活動の地域移行に向けたモデル事業に取り組んでおり、令和４年度は 

以下の学校で実践研究を実施 

運動部 ： 三松中、小林中、細野中（小林市） 

文化部 ： 旭中（延岡市） 

・ 令和４年１２月の国のガイドライン公表を受け、保護者や関係団体等の代表者で構成する 

検討委員会を開催、モデル事業の成果・課題等も踏まえ、県の方針や今後のスケジュール 

等について検討 

 

３ 今後の方針 

・ 市町村と連携し、地域の実情に応じて、休日の部活動を段階的に地域へ移行 

・ 部活動の地域移行に関する検討委員会を開催、国のガイドラインに基づく県方針を策定 

・ 市町村の取組を支援するため、コーディネーターを配置 

 

４ 地域移行後のイメージ 

多様な主体による多様な運営 

（例）総合型スポーツクラブ・民間団体・少年団・PTA・ 

   競技団体・文化芸術団体・地方自治体・大学等 
 

部顧問、部活動指導員、 

外部指導者等による指導 

平日（学校） 休日（地域） 
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サイバー空間の安全確保
警察本部

１ 現状

２ 課題

３ 警察と市町村との連携・取組

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着する中、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、行政手続のオンライン化やテレワークの実施が
進められ、業務や取引に関するデータをオンラインで取り扱う機会が増加したことで、今やサ
イバー空間は、全国民が参画し、重要な社会経済活動を営む公共空間となっている。
ランサムウェアによる被害拡大や不正アクセスによる情報流出、国家を背景に持つサイバー
攻撃集団によるサイバー攻撃など、サイバー空間における脅威は極めて深刻な情勢が続いてい
る。

○ 県民のサイバー犯罪被害防止に対する意識の向上
○ 積極的な情報発信による被害未然防止対策の推進
○ 官民連携の推進

○ サイバー犯罪被害防止情報等の情報共有
県、警察、ＭｉＣＳ（ミックス：宮崎県企業・警察サイバーセキュリティ連携協議会）
との連携協定に基づき、警察等が把握した被害防止に資する最新の情報が、県を通じて
市町村にも共有される仕組みを構築している。

1490
871 942 753 871

117 

167 218 312 308 

803 

840 
1,151 992 866 

0
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県内のサイバー犯罪に関する相談

詐欺・悪質商法 不正アクセス・ウイルス その他

※ 相談件数は 高止まり傾向

【特徴】
・ 詐欺、悪質商法に関する相談が最多
・ 不正アクセス（アカウント乗っ取り）
ウイルスに関する相談が増加

2,410

1,878

2,311
2,057 2,045

（件）

【問合せ先】
宮崎県警察本部 代表電話 ０９８５（３１）０１１０

○ サイバー犯罪対策課（企画指導） 内線 ３４７２

【共有される情報】
最新手口情報
・ Ｅｍｏｔｅｔ感染手口情報
・ ランサムウェア感染手口情報
・ ＶＰＮ機器、リモートデスクトップサービスに関
するぜい弱性情報
被害発生情報
・ フィッシングサイトによる被害情報
・ 偽サイト・詐欺サイトによる被害情報
・ なりすましメールによる被害情報

など
ＭｉＣＳ（ミックス）
情報通信関連会社10社で構成さ

れる民間主導の協議会で、会員相互
と警察が連携し、各種情報の交換や
防犯意識の普及など、サイバー空間
の安全確保を目的とした活動を展開

警察から県に対して情報共有を行い、その情報が
県内26市町村に対しても共有されますので、住民へ
の提供をお願いします。

※ 今後、県・市町村教育委員会に対しても情報
提供を行い、学校等にも共有されるよう取組を
拡大予定です。
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子供の安全を守るための取組
警察本部

ＳＮＳに起因する被害防止対策
１ 現状
○ ＳＮＳは、インターネットの匿名性や不特定多数の者に対して瞬時に連絡を取ることが
できる特性から、児童ポルノ事犯等の違法行為の「場」となっている状況がうかがえる。

○ ＳＮＳに起因する事犯に端を発して、未成年者略取・誘拐や監禁等の事案に発展するお
それがある。

○ 被害児童のうち約９割が被害時にフィルタリングを利用していない状況である。

【特徴】
・ 児童ポルノ（裸画像の
送付など）が約３割

・ 青少年育成条例違反
（みだらな性行為等）
が約４割

（人）

児童虐待防止対策
１ 現状

２ 課題

３ 警察と市町村との連携・取組

○ 児童虐待は、児童が自ら助けを求めることが困難であるなどの理由により、被害が潜在
化・長期化し、深刻な被害に至る可能性が高い。

○ 全国的に重大な児童虐待事件が発生している現状を踏まえ、子ども家庭庁の設置をはじ
めとして、政府一丸となった児童虐待防止対策が進められている。

○ 県内においては、平成29年以降、児童相談所に対して虐待の疑いのある児童の通告が急
増しており、通告児童数は高止まり傾向が続いている。
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児童通告の状況（県内）

【特徴】
・ 心理的虐待（面前ＤＶ）による通告が多く、
全体の６～７割を占めている。

※ 面前ＤＶ ～ 子供に著しい心理的外傷
を与える言動等を行うこと。

○ 端緒情報の把握と被害児童の早期発見・保護
○ 関係者との合同訓練等の実施による対応力の向上

○ 児童虐待対応合同訓練の実施
警察、市町村（子育て支援課等）及び児童相談所（中央、都城、延岡）の担当者による

相互の連携強化と児童虐待事案への対応能力の向上を目的とした合同訓練を、毎年（令和
４年は９月～11月）、実施している。

○ 要保護児童対策地域協議会による連携
警察、市町村、保健機関、児童相談所、学校等で構成され、要保護児童等に係る情報の

共有や関係機関相互の役割を明確にするなどして連携を強化している。
○ 学校との児童虐待に関する情報の共有

学校・警察相互連絡制度に基づき、児童の犯罪被害に関して連携が必要な事案の情報を
相互に共有して連携を強化している。
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33 27 28
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ＳＮＳに起因する児童の被害状況（全国）

重要犯罪

児童福祉法

青少年育成条例

児童ポルノ

児童買春

1,813 1,811 2,082
1,819 1,812

【児童虐待対応合同訓練（想定訓練）】

（人）
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３ 警察と市町村との連携・取組
○ 学校と連携した児童への教育

警察官が学校に赴き、「情報モラル教室」や「サイバーセキュリティカ
レッジ」を開催して、スマートフォン等の適正利用やＳＮＳ利用に潜む危
険などに関する啓発活動を実施している。

○ 学校との被害情報等の共有
学校・警察相互連絡制度に基づき、児童の問題行動や犯罪被害に関して

連携が必要な事案の情報を相互に共有して連携を強化している。
○ フィルタリングの普及啓発

県、市町村・学校等に対して、フィルタリングの普及促進に関する啓発
情報を発信し、住民・保護者への情報提供を依頼している。

【啓発用ポスター】

１ 現状

２ 課題

３ 警察と市町村との連携・取組

自転車盗防止対策

○ 令和４年中に県内で発生した自転車盗の件数は、令和３年と比較して大きく増加し、全
刑法犯に占める自転車盗の割合は約３割となっている。

○ 被害者の内訳は、小・中・高校生が約５割を占めている。
○ 約７割が無施錠で被害に遭っている。

○ 自転車利用者の施錠意識（二重ロック）の高揚
○ 盗難多発場所（駅駐輪場やその周辺）の防犯カメラの新設（増設）

○ 学校等との連携
・ 自転車盗難防止モデル校制度による啓発活動を実施している。

（県内指定状況：中学校24校、高校 23校）
・ 県、市町村教育委員会と連携し、駅駐輪場などの自転車の施錠状
況を点検し、無施錠自転車については学校に連絡するなどして生徒
への指導を実施している。

○ 地域安全情報等の発信
県、市町村、地域安全関連団体等に対して、犯罪被害防止に関する

地域安全情報を発信し、住民への情報提供を依頼している。

自転車盗被害件数： ９８３件（＋１９６件） 無施錠被害率： ７３．２％

【モデル校指定書交付式】

【駐輪場における施錠状況点検】

２ 課題
○ 保護者の被害防止意識の高揚
○ 児童に対する教育機会の確保
○ 端緒情報の把握と被害児童の早期発見・保護

【問合せ先】
宮崎県警察本部 代表電話 ０９８５（３１）０１１０
● 児童虐待防止対策 ～ 人身安全対策課（児童虐待防止対策） 内線 ３２３２
● ＳＮＳに起因する被害防止対策 ～ 生活安全少年課（少年対策） 内線 ３０７２
● 自転車盗防止対策 ～ 生活安全少年課（地域安全） 内線 ３０２２

【サイバーセキュリティカレッジの実施】
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（一財）地域活性化センター 人材育成パッケージプログラム の御案内

地域の特徴を生かした自立的で魅力あふれる地域づくりを進めるためには、広く多様なノウハウや知
識を獲得し、横にネットワークを広げていく人材（イノベーター、地方創生人材）が求められています。
地域活性化センターでは、各自治体の希望や予算に応じてカスタマイズしたプログラムを構築します。

１ 人材育成パッケージプログラムの特徴

① 連携協定を締結し協働で人材育成事業を実施
連携協定に基づき関係部局と協働で、地域の現状や必要性に応じたプログラムを企画・立案・実施します。

② 知を探求し、人や地域をつなげる能力の獲得・向上
研究者・実践者からなる多様な分野の講師による講義や、参加者同士の議論・共同作業を通じて地方創生を担う人材

を育成します。

③ 予算に応じたプログラムを構成
自治体の関係部門と密接に連携し、地域の現状や必要性に応じたプログラムを企画・立案・実施します。

④ 地域住民や企業など自治体職員以外も対象
自治体職員のみならず、地域住民・関係団体や企業の職員とともに受講できる講座や地域課題に関するワークショッ
プなども設けることができます。

⑤ 複数の自治体による共同実施も可能
定住自立圏などの広域圏や、複数の自治体が連携して実施することが可能です。

【お問合せ先】
一般財団法人地域活性化センター 総務企画部 企画グループ
〒103-0027 東京都中央区日本橋2-3-4日本橋プラザビル13階
TEL：03-5202-6134 E-mail：newb-r3@jcrd.jp

２ 導入にあたって

３ プログラムの内容

① 現地開催セミナー
地域づくりの実情に精通した専門性の高い講師を派遣し、自治体のニーズに応じたプログラムを実施します。講義だ

けではなく、グループワークなどを取り入れることで、学びを深めていきます。

② 東京・他地域のセミナーなどへの参加
○ 地方創生セミナー 東京開催・年15回程度（各１～２日間）※ オンライン受講可
○ 地方創生実践塾 地方開催・年10回程度（各２～３日間）
○ 全国地域リーダー養成塾 東京及びその近郊・３～４日間の研修を年間７回・修了レポート作成
［第34期全国地域リーダー養成塾カリキュラム（例）］
・ 地域をとりまく時代の潮流 西村 幸夫塾長國學院大學新学部設置準備室長・教授、東京大学名誉教授

地域文化を活かしたまちづくり、観光による地域活性化

・ 自治体の政策形成と連携・交流、地域の価値を高める景観・都市デザイン戦略
地域コミュニティへの自治体職員の関わり方、地域活性化のための情報化戦略、
自治体の政策形成と連携・交流、地域の価値を高める景観・都市デザイン戦略 等

・ 多様な主体による観光まちづくり 米田 誠司 國學院大學教授 他
都市の読み取り方、多様な主体による観光まちづくり、人が集まるセミナー企画とチラシの作り方、
分権時代の行政運営の方法、地域活性化におけるマーケティングの考え方、コミュニティビジネス 等

・ 農山村地域の振興と担い手づくり 図師 直也 法政大学教授 他
農山村地域の振興と担い手づくり、男女共同参画時代の地域づくり、地域コミュニティの再生 等

・ 食を活かしたまちづくり 田村 秀 長野県立大学教授 他
食を活かしたまちづくり、地方財政の現状と課題、移住・交流による地域活性化、ファシリテーション研修等

プログラムを組み立てるために自治体の現状や地方創生に必要な人材像について協議する際には、多様
な主体の参加が求められます。そこで、人材育成部門のみならず地方創生担当部門等も交えて協議します。

導入プロセス

相談・導入検討
現状や課題を協議

企画・立案
プログラムを構築

実施

※ 市町村は、地方創生人材を育成するための具体的な実行計画（アクションプラン）を策定し、地方創生人材
育成伴走型支援事業に採択されると、最長３年間、年150万円以内を上限とした助成が受けられます。
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